
①総合評価（３段階） ②点検及び評価の内容や，点検及び評価により見えてきた課題など

住宅の安全性の
確保

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

袋路等の細街路
が存在する防災上
課題のある地区等
の安全性の確保

        Ａ
取組が大きく前進してい
る。

コミュニティを生か
した防災減災への
取組の促進

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

住宅マスタープランの点検及び評価と中間見直しの方向性について（【そなえる】【支え合う】）

目標 大項目 中項目

【そなえる】

点検及び評価

（防災・減災）
　・　応急仮設住宅の設置に係る計画や住宅再建計画等の策定
　　⇒　被災都市が京都市なのか京都近隣都市なのかによって，計画の内
　　　容が異なるため，それぞれについて策定が必要
　　⇒　既に公表されている花折断層を震源とした地震発生時の全壊戸数
　　　等を基に，シミュレーションをしてはどうか。
　　⇒　住宅を建設するためのオープンスペースが少ないため，仮設用地の
　　　確保が必要
　　⇒　緊急時の市営住宅の活用も検討が必要。簡単でもよいので書いて
　　　おけば，いざという時に活用できる。
　　⇒　被災後の再建住宅のイメージについても記載しておけば，再建が理
　　　想形に近付くのでは。
　　⇒　いずれについても，「緊急時」と限定して対応を検討するのではなく，
　　　平常時の取組の延長線上の対応として検討することが必要

　・　更なる防災意識の啓発のための取組の検討
　　⇒　水災に係るハザードマップは既に配布されているが，震災時の延焼
　　　危険度についても同様に作成・配布できないか。西陣のように老朽木造
　　　住宅が集積している地区では，面的に危険であるといえる。それを通じ
　　　て危機感を感じてもらうこともできるのではないか？
　　　　細街路もそうであるが，防災を考えると「京都らしさ」とか「安い木造賃
　　　貸住宅」は危険を伴っているとの認識を一般化し，宅地やマンションの
　　　売買の際に，災害リスクがあることをコストに織り込んでもらうなど。
　　　（ただし，価格は市場で形成されるため直接の介入はできないが。）

　・　京都が培ってきた暮らしの文化を生かした減災機能の強化
　　⇒　震災時には自分たちで消火しないと，消防車が来るまでに燃えてし
　　　まう。可搬式の消防設備や消防団との連携など，消防局との連携や取
　　　組の融合が必要
　　⇒　大規模マンションの地下に，消火のための貯水槽の設置を誘導する
　　　ような取組を検討してはどうか。木造のまちを守る以上は水が必要で，
　　　マンションにもその役割を担ってもらう。
　　⇒　大規模マンションがある地域は既存の避難所では対応できないと思
　　　われるため，被災時にはマンション単独で完結できる設備や備蓄を確
　　　保してもらう必要がある。

　・　水害及び土砂災害対策の検討
　　⇒　水害・土砂災害に強い住宅の整備が必要。例えば，基礎を上げる（海
　　　外では３階建てに見えるが，認定的には基礎＋２階建て住宅）だけでも
　　　十分対策になるのでは（建築基準法の緩和の有無について検討が必要）。

　・　モデル事業の検討
　　⇒　空き家の改善や袋路の再生につながるような，一定エリアを面的にと
　　　らえたモデル事業を（民間事業としても採算に合うかどうかパイロット的
　　　な意味も含めて）取り組んでみてはどうか。

①
住宅・住環
境の安全
性の向上

④　②及び③を踏まえ中間見直しの方向性策定に向け，審議会等で出た意見など

○　評価できる点
　・　京都市建築物耐震改修促進計画が平成２３年に検証され，
　　まちの匠の知恵を活かした京都型耐震リフォーム支援事業
　　の創設，耐震ネットワークによる支援，地域におけるローラー
　　作戦が打ち出されるなど，地震対策が大きく進んでいる。
　・　密集市街地対策については，住宅マスタープラン策定以降
　　である平成２４年に取組方針が策定され，防災まちづくり活
　　動支援をはじめ，取組が前進している。また，防災まちづくり
　　活動で取り組まれている「防災まちづくり方針」の策定は，被
　　災時の対応につながるものであり，良い取組である。
　・　細街路対策についても，平成２４年に対策指針が策定され，
　　これに基づく新たな道路指定制度が整備されるなど，環境整備
　　が大きく前進している。

●　今後の課題
　・　災害発生時を想定した住宅再建計画が策定されていない。
　　近年，災害が頻発しているため，応急危険度判定からり災証
　　明書の発行までは行政もスムーズに対応できるようになった
　　が，応急仮設，災害復興等，その後の対応について整理され
　　ていない。
　・　住宅の耐震化率について，平成２７年度末までに９０％とする
　　ことを目標としているが，現実的には困難であると見込まれるた
　　め見直しが必要である。
　・　地震対策に限らず，防災の取組を行ううえで，市民の危機感
　　は必要不可欠。
　・　これまでの防災・減災に係る取組は「防火」について重点的に
　　進められているが，一方で，震災時の消火対策など「延焼防止」
　　はあまり進んでいない。
　・　近年，水害や土砂災害が増加しており，京都についても例外
　　ではない。現状，水害や土砂災害についての住宅に係る対策
　　は行えていない。
　・　路地を再生する新たな道路指定制度を体系的に整備したこ
　　とから，今後，制度を活用した取組の誘導を図っていく必要が
　　ある。

・東日本大震災の発災
・水害及び土砂災害の増加
（H25.9桂川大洪水，H26.8広
島土砂災害，その他台風等
の豪雨による水害の増加）

・恒常的な財政悪化
・市民の財政負担能力の弱
体化

③社会情勢の変化

資料６ 
案 

「コミュニティを活かした防災減災への取組の促進」については，更に議論が必要と考えられる。 
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①総合評価（３段階） ②点検及び評価の内容や，点検及び評価により見えてきた課題など

住宅マスタープランの点検及び評価と中間見直しの方向性について（【そなえる】【支え合う】）

目標 大項目 中項目
点検及び評価

④　②及び③を踏まえ中間見直しの方向性策定に向け，審議会等で出た意見など③社会情勢の変化

資料６ 
案 

市営住宅の住宅
セーフティネット機
能の充実

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

市営住宅の適切な
更新と維持管理

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

民間賃貸住宅等
の性能の向上によ
る住宅セーフティ
ネットの整備

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

民間賃貸住宅等
への入居の円滑
化と居住支援

        Ａ
取組が大きく前進してい
る。

市営住宅の供給
が少ない地域（都
心部等）における
住宅セーフティネッ
ト機能の向上

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

老朽木造住宅にお
ける安全性確保の
ための応急的な最
低限の住宅改修
等の促進

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

コミュニティバラン
スに配慮した団地
づくり

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

団地内外との交流
やコミュニティの活
性化に資する機能
の充実

        B
概ね順調に取組が進んで
いる。

（コミュニティ関連）
　・　市営住宅におけるコミュニティ活性化と維持管理の手法の再検討
　　⇒　より一層のコミュニティ活性化を図るため，例えば，日頃の維持管理（除草
　　　や排水溝の清掃等）を自治会に委託することにより，自治会のコミュニティを
　　　強めるような取組も検討してはどうか。
　　　　または，公営住宅の余っている容積を社会福祉法人に貸し，社会福祉法人
　　　に日常的な維持管理についても担ってもらうなどもいいのでは。

　・　コミュニティビジネスの活動拠点として市営住宅集会室等を活用することについ
　　ての検討
　　⇒　NPOなどに集会室を貸出し，高齢者や障害者が日常的に集まりたいと思う
　　　ような仕掛けを行い，見守りの役割を発揮してもらうような取組を検討してはど
　　　うか。

【支え合う】

・人口減少社会の到来
・少子高齢化の深刻化

・恒常的な財政悪化
・市民の財政負担能力の弱
体化

・空き家の増加

・住宅困窮の変化
（雇用環境の不安定化による
ワーキングプアの増加）

○　評価できる点
　（市営住宅）
　　・　父子世帯やDV被害者への優先入居の拡大や，子育て
　　　世帯の入居対象の拡大など，市営住宅の入居制度の改
　　　善については，国が定めた枠組みの中で，可能な限り改
　　　善が行われており，取組がよく進められている。特に，子
　　　育て世帯の優先入居はコミュニティの面からも有意義であ
　　　る。
　　・　京都市市営住宅ストック総合活用計画が策定され，市
　　　営住宅の適切な更新と維持管理について，計画的に進め
　　　られている。

　（民間賃貸住宅）
　　・　高齢者の居住支援について，居住支援協議会を中心に
　　　大きく取組が前進した。とりわけ，京都市高齢者すまい・生
　　　活支援モデル事業については先駆的な取組である。
　　・　民間住宅の性能向上についても，まちの匠の知恵を活か
　　　した京都型耐震リフォーム支援事業といった先駆的な取組
　　　が進められている。また，改修補助の対象に，持ち家だけ
　　　でなく賃貸住宅も含まれていることも評価できる。

●　今後の課題
　（市営住宅）
　　・　厳しい財政状況や，今後，様々な公共財が更新時期を
　　　迎えていくことを踏まえると，公営住宅を今のような形で
　　　維持していくべきかどうかについて，検討する必要がある。
　　・　公営住宅だけに依存したセーフティネットの確保は望ま
　　　しくないが，一方で，一定範囲の手持ちのリソースは必要。
　　・　福祉では地域密着型サービスの整備が進められており，
　　　公営住宅の余剰地も有効に活用しながら，これらのサービ
　　　スとの連携を進めていく必要がある。
　　・　市営住宅の取組の中に高齢者支援や低所得者支援な
　　　ど，様々な目的が入っている。目的を絞って供給する方が
　　　効率的である。

　（民間賃貸住宅）
　　・　低所得高齢者が入れるような低廉な家賃の住宅の確
　　　保・供給が必要。
　　・　高齢者の入居に際して入居リスクを感じている大家（業
　　　として取り組んでいる人よりも個人で扱っている人）が増
　　　えているため，このような方に何らかのケアが必要
　　・　国の住宅セーフティネット整備推進事業により，ハードの
　　　問題を解消するための取組が進められているが，入居し
　　　た後のフォローや家賃補助など，「人」に着目した取組が
　　　不足している。

　（住宅情報の提供・発信）
　　・　先駆的に構築してきた様々な制度や仕組みを，必要とし
　　　ている人に上手く届けていくことが必要である。

①
重層的な
住宅セー
フティネッ
トの構築

（市営住宅）
　・　市営住宅住戸数の適正化に向けた検討
　　⇒　市営住宅を単に減らすのではなく，地域性を勘案して市内の住宅の偏在を
　　　適正化する観点から，民間賃貸住宅の活用も含め検討する必要がある。
　　⇒　市営住宅を減らす場合は，サービス付き高齢者向け住宅への転用につい
　　　ても検討してはどうか。その際の手法として，集会室などをサービス拠点とし
　　　て使っていいとする代わりに，住戸を低廉な家賃で提供する，というやり方も
　　　あるのでは。

　・　未活用となっている市営住宅の活用可能性について再検討
　　⇒　財政的な理由で未活用となった市営住宅について，単に改修費用と家賃
　　　収入だけを比べるのではなく，ストックが未活用であることによる機会損失も
　　　加味して検討するべき。
　　⇒　他にも，住み手のニーズが多様化していることも踏まえ，原状回復義務を
　　　一定程度緩め，入居者による自由な改修を認めていく，というやり方もあるの
　　　では。

（民間賃貸住宅）
　・　高齢者が安心して暮らせる民間賃貸住宅の確保に向けた取組の検討
　　⇒　低所得高齢者向けの低廉な家賃の住宅の供給について，市による借上
　　　げか，大家が安心できるような信用力（保証人等）の付与等について検討し
　　　てはどうか。
　　⇒　高齢者等の入居拒否についても，家主側には漠然とした不安があり，何を
　　　どこまでやればいいのか分かりづらいことも原因としてあるため，課題等を整
　　　理して示すような取組を検討してはどうか。

　・　民間賃貸住宅への家賃補助の検討
　　⇒　国の住宅セーフティネット整備推進事業に更に要件を加えたうえで，家賃
　　　補助を付けてはどうか。
　　⇒　家賃補助を行うことを条件に整備費用は大家持ちにしてもいいのでは。
　　⇒　エリア限定や，アーティスト志望などの若者については補助期間の限定な
ど，
　　　一定の歯止めも考慮してはどうか。

（住宅情報の提供・発信）
　・　個々の状況に応じた必要な住情報を提供できるセンター機能の強化
　　⇒　すまいに関する相談は，相談者により千差万別である。個々の相談に
　　　対しきめ細かく対応するとともに，ワンストップ窓口となるような機能が
　　　必要である。

・人口減少社会の到来
・少子高齢化の深刻化

・恒常的な財政悪化
・市民の財政負担能力の弱
体化

・空き家の増加

・住宅困窮の変化
（雇用環境の不安定化による
ワーキングプアの増加）

②
中・大規模
の市営住
宅団地の
マネジメン
ト

○　評価できる点
　・　京都市，京都橘大学及び醍醐中山団地町内連合会の
　　地域連携事業といった，市営住宅のコミュニティ活性化に
　　資する先駆的な取組が進められている。
　・　団地内外や地域のコミュニティ活性化に向け，集会室等
　　の利活用が積極的に進められている。

●　今後の課題
　・　公営住宅の団地の集会室などの利用について，集会室機
　　能＋α となるような更に一歩進めた取組が必要である。
　・　公営住宅団地に，周辺地域の人も利用できるような施設を
　　引き続き誘導していくべきである。
　・　特定公共賃貸住宅への転用については，民間住宅が供給
　　過剰となっている中で，改めて必要性の検証が求められる。
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